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愛知県貨物自動車運送適正化事業実施機関

巡回結果に基づく

書類作成管理のポイントについて



はじめに① 2

貨物自動車運送事業法 第１条（目的）

この法律は、貨物自動車運送事業の運営を適正かつ合理的なものとするとと
もに、貨物自動車運送に関するこの法律及びこの法律に基づく措置の遵守等
を図るための民間団体等による自主的な活動を促進することにより、輸送の
安全を確保するとともに、貨物自動車運送事業の健全な発達を図り、もって
公共の福祉の増進に資することを目的とする。

貨物自動車運送事業法 第１５条（輸送の安全性の向上）

一般貨物自動車運送事業者は、輸送の安全の確保が最も重要であることを自
覚し、絶えず輸送の安全性の向上に努めなければならない。

トラック運送事業の運営を適正かつ合理的なものにするとともに、民間団体
等による自主的な活動を促進することにより事業の健全な発展を図ることを
目的として、平成２年１２月施行。

運送事業の根幹は「輸送の安全確保」

貨物自動車運送事業法とは



はじめに② 3

➢ 貨物自動車運送事業法にもとづき創設

➢ 巡回指導・広報・啓発活動・苦情処理業務を実施

➢ おおむね２年に１回の周期で実施

➢ 法令改正の案内・帳票類の記入・管理方法等の説明

➢ 法令の遵守（コンプライアンス）状況の確認

➢ その他、質疑応答など

監査ではなく、法令遵守に関する「会社の健康診断」です

適正化事業実施機関とは

巡回指導とは



巡回指導における指摘事項 4

特定の運転者に対して特別な指導を行っているか
１

 初任者の運転経歴証明書を取り寄せているか。初任者・高齢運転者教育を実施しているか

整備管理者に所定の研修を受けさせているか
2

 整備管理者選任（前）後研修を期限内に受けさせているか

特定の運転者に対して適性診断を受けさせているか
3

 初任診断・適齢診断を受けさせているか

運行管理者に所定の講習を受けさせているか
４

 運行管理者に基礎講習・一般講習を期限内に受けさせているか

点呼の実施及びその記録、保存は適正か
５

 点呼を確実に実施しているか。その方法は適正か。記録は一年間保存しているか

 令和６年７月～９月における統計 巡回件数：４５１件



演習問題 5

皆様の会社に以下の４名が２０２４年の４月に入社することになりました。
入社時の対応として何をすべきでしょうか？
※以下の方はすべてフルタイムの労働者です。

年齢 経歴等

Ａさん ２２歳 ２０２４年３月○○大学卒業

Ｂさん ６５歳
２０１２年４月～２０２４年３月○○運送（株）
（一般貨物自動車運送事業者）

Ｃさん ４０歳
２０１７年４月～２０２０年５月▲▲運送（株）
（一般貨物自動車運送事業者）

２０１７年６月～２０２４年３月○○商事（株）

Ｄさん ３２歳
２０２３年４月～２０２４年３月◇◇運送（株）
（一般貨物自動車運送事業者）

２０２３年１２月１日に定期健康診断受診済

Ｅさん
(派遣)

３５歳 ２０２４年２月に定期健康診断受診済



演習問題 6

必要事項 Ａさん Ｂさん Ｃさん Ｄさん Ｅさん

運転記録証明書 〇 〇 〇 〇 〇

雇入時健康診断 〇 〇 〇 〇 ※

初任診断 〇 〇 〇 〇

適齢診断 〇

初任者教育 〇 〇 〇

※必ず受診結果をもらってください。



雇い入れ時の対応 7

「無事故無違反証明書」又は「運転記録証明書」等を取得し把握する

＊口頭確認では不可！

事故歴の把握

健康診断の受診結果を提出させる

＊雇入れ前３か月以内の受診結果でも可

雇入時健康診断

初めての乗務までに受診 「初任診断」「適齢診断」「特定診断」

適性診断の受診

初めての乗務までに実施

＊座学：（ １５ ）時間以上 添乗指導：（ ２０ ）時間以上

特別な指導監督の実施



事故歴の把握 8

➢ 雇い入れ時に必ず取得！

「無事故無違反証明書」又は

「運転記録証明書」等により、

過去( ３ )年間の事故歴を初めての乗務までに把握

取得方法は･･･

愛知県事務所は

運転免許試験場内（名古屋市天白区）にあります

自動車安全運転センター

で検索

➢ 解釈及び運用について 第１０条 ➢ 運転者に対して行う指導及び監督の指針（国土交通省告示第１３６６号） 第２章５

トラックセーフティーラリーで

発行されたものは使えません！



雇入時健康診断 9

➢ 雇い入れ時に必ず受診！

① 既往症及び業務歴の調査

② 自覚症状及び他覚症状の有無の検査

③ 身長・体重・腹囲・視力及び聴力の検査

④ 胸部エックス線検査

⑤ 血圧の測定

⑥ 貧血検査

⑦ 肝機能検査

⑧ 血中脂質検査

⑨ 血糖検査

⑩ 尿検査

⑪ 心電図検査

➢ 労働安全衛生規則 第４３条

✓ 雇い入れ前（ ３ ）か月以内の

受診結果でも可



適性診断を受ける前に 10

➢ 輸送安全規則 第１０条２項 ➢ 運転者に対して行う指導及び監督の指針 （国土交通省告示第１３６６号） 第２章４

事故歴把握の結果

事故惹起者であった
特定診断を受診

いいえ

はい

６５歳以上

いいえ

はい

適齢診断を受診

初任診断を受診

初任運転者＝初任診断とは限りません



適性診断の種類 11

適齢診断 を６５歳に達した日以後１年以内 （６５歳以上の者を
新たに運転者として選任した場合は、選任の日から１年以内） 
に１回受診させ、その後（ ３ ）年以内ごとに１回受診させる

運転者として常時選任するために新たに雇い入れた者であって当
該貨物自動車運送事業者において初めてトラックに乗務する前３
年間に初任診断を受診したことがない者

初任診断

適齢診断

特定診断

➢ 特定診断Ⅰ

① 死亡又は重傷事故を起こし、かつ、

当該事故前の１年間に事故を起こしたことがない者

② 軽傷事故を起こし、かつ、 

当該事故前の３年間に事故を起こしたことがある者

➢ 特定診断Ⅱ

死亡又は重傷事故を起こし、かつ、

当該事故前の１年間に事故を起こした者

＊当該事故を起こした後、再度事業用自動車に乗務する前に受診



適性診断を受診したら 12

➢ 輸送安全規則 第１０条２項 ➢ 運転者に対して行う指導及び監督の指針 （国土交通省告示第１３６６号） 第２章３

適性診断の結果判明した運転者の運転行動
の特性を踏まえ、運転者と話し合いをしつ
つきめ細やかな指導を実施することが必要

➢ 初任運転者
事業用自動車の安全な運転に関する
自らの技能及び知識の程度を把握させる

➢ 高齢運転者
加齢に伴う身体機能の変化を自覚させる

➢ 事故惹起運転者
交通事故を引き起こした
運転行動上の要因を自ら考える



特別な指導の実施【初任運転者】 13

一般的な指導及び監督内容

１２項目を全て実施

（座学及び一部実車を用いた指導）

実際に事業用自動車を運転させ

安全な運転方法を指導

１５時間以上 ２０時間以上

※当該貨物自動車運送事業者において初めて事業用自動車に乗務する前３年間に
他の一般貨物自動車運送事業者等によって運転者として常時選任されたことがある者を除く。



指導を実施したら 14

指導及び監督の指針に基づく資料

指導記録簿

運転日報・チャート紙

➢ 記録とともに資料も保存！

➢ 輸送安全規則 第１０条２項 ➢ 解釈及び運用について 第１０条 ➢ 運転者に対して行う指導及び監督の指針 第２章２・３



特別な指導の実施【高齢・事故惹起運転者】 15

① 事業用自動車の運行の安全の確保に関する法令等

② 交通事故の事例の分析に基づく再発防止対策

③ 交通事故に関わる運転者の生理的及び

心理的要因並びにこれらへの対処方法

④ 交通事故を防止するために留意すべき事項

⑤ 危険の予測及び回避

⑥ 安全運転の実技

適性診断の結果を踏まえ、加齢に伴う身体機能の変化の程度に応じた事業用
自動車の安全な運転方法等について運転者が自ら考えるよう指導する

①～⑤について

合計６時間以上実施

⑥について

可能な限り実施する
ことが望ましい

➢ 輸送安全規則 第１０条２項 ➢ 解釈及び運用について 第１０条 ➢ 運転者に対して行う指導及び監督の指針 第２章２・３

高齢運転者に対する特別な指導

事故惹起運転者に対する特別な指導



運行管理者講習・整備管理者研修の受講 16

➢ 運行管理者として新たに選任された者

⇒ 選任された（ 年度の末日 ）までに受講

➢ その後は（ ２ ）年度ごとに１回受講

➢ 整備管理者として新たに選任された者

⇒ 選任された（ 翌年度の末日 ）までに受講

➢ その後は（ ２ ）年度ごとに１回受講

前回受講年月日等 受講期限

運行管理者Ａ 今年度（２０２４年度）選任 ２０２５年３月３１日

運行管理者Ｂ ２０２３年１月１１日 ２０２５年３月３１日

整備管理者Ｃ 今年度（２０２４年度）選任 ２０２６年３月３１日

整備管理者Ｄ ２０２２年１１月２０日 ２０２５年３月３１日

運行管理者一般講習

整備管理者選任後研修



点呼 17

➢ 下記項目をもれなく実施・記録

① 点呼を行った者及び点呼を受けた運転者の氏名

② 乗務する自動車の登録番号

その他自動車を識別できる記号・番号

③ 点呼の日時

④ 点呼の方法
（アルコール検知器使用の有無、対面でない場合は具体的方法）

⑤ 酒気帯びの有無

⑥ 運転者の

疾病、疲労、睡眠不足等の状況〔業務前〕

交代運転者に対する通告〔業務後〕

⑦ 日常点検の状況〔業務前〕

交代運転者に対する通告〔業務後〕

⑧ 指示事項〔業務前〕

⑨ その他必要な事項

➢ 輸送安全規則 第７条

対面点呼が大原則！

（行先地での点呼を除く）

➢ 解釈及び運用について 第７条 ≪１年間保存≫



点呼 18

セルフ点呼は不可、点呼の実施回数の３分の１以上は運行管理者が実施

 ①酒気帯びの有無    ②疾病、疲労、睡眠不足等の状況　  ①酒気帯びの有無　②自動車、道路および運行の状況

 ③日常点検の結果    ④その他必要な事項（服装・免  ③その他必要な事項(積載物の異常の有無・鍵の返納・

　  許証・非常信号用具・業務上必要な帳票類等　※注）　　 　　運転日報と運行記録誌の点検等　※注）

令和　６年　４月　１日　　月曜日　　天候　晴れ

業務前点呼 点呼 点呼 点呼執

確認結果 方法 方法 行者印

1 1234 瑞穂一郎 良 7:11
対面
(    )

有・無
対面
(    )

有・無

2 5674 三好次郎 良 7:15
対面
(    )

有・無
対面
(    )

有・無

3 9101 福谷三郎 良 15:15
対面
(    )

有・無
対面
(    )

有・無

異常なし 18:11

業務後点呼

運行管理者はアルコール検知器を常時有効に保持
する義務があり,定期的に機能が有効かチェック

することが求められる

運行管理者 新開 四郎　　㊞ 補　助　者

左折巻き込みに注意する

＊1366号指導項目を参考にすると良い、”指示事項一覧”を作成し番号で記入も可

点呼時刻

注　　意　 指　 示　 事　 項

　点　 呼　 記　 録　

業 務 前 点 呼 確 認 事 項 業 務 後 点 呼 報 告 確 認 事 項

車  番 氏 　名 点呼時刻
アルコー

ル検知器

の 使 用

点呼執
アルコー

ル検知器

の 使 用行者印 報告結果

異常なし 18:30

異常なし 4月2日 2：15

検知器の機能の状況 良・否

交 替運転者に

対 す る 通 告

西洞 五郎 　㊞

異常なし

異常なし

異常なし

新
開

新
開

西
洞

新
開

新
開

西
洞

西
洞

新
開



次の運行について点呼のタイミング・方法を答えてください。
ただし、必要最低限の点呼回数で構いません。 19

・３日目

4：00
車庫運行開始

17：30
○○SA運行終了

4：40
○○SA運行開始

17：40
○○PA運行終了

7：10
荷主先休憩

14：20
○○SA休憩

・１日目

・２日目 

4：00
○○SA運行開始

17：30
車庫運行終了

13：00
○○SA休憩

車 番 氏 名

業 務 前 点 呼 中 間 点 呼 業 務 後 点 呼

点呼
時刻

点呼
方法

アルコール検知
器使用の有無 確認事項 点呼執行者

点呼
時刻

点呼
方法

アルコール検知
器使用の有無 確認事項 点呼執行者

点呼
時刻

点呼
方法

アルコール検知
器使用の有無

報告確認事項
交代運転者

に対する通知 点呼執行者

1234 みよし太郎 3:55
対面
TEL     

有・無 良 福谷
対面
TEL     

有・無 17:33
対面
TEL     

有・無 異常なし なし 福谷

1234 みよし太郎 3:38
対面
TEL 

有・無 良 福谷 10:22
対面
TEL 

有・無 良 福谷 17:41
対面
TEL 

有・無 異常なし なし 福谷

1234 みよし太郎 3:57
対面
TEL 

有・無 良 福谷
対面
TEL 

有・無 17:35
対面
TEL 

有・無 異常なし なし 福谷

12：50
○○SA休憩

10：20
○○SA休憩



中間点呼とは 20

➢ 業務前・業務後の点呼がいずれも対面で実施できない場合に必ず実施！

（乗務の途中において少なくとも１回電話その他の方法により点呼を行う）

【運行例】２泊３日運行の場合

１日目 〔業務前〕対面 〔業務後〕電話（行先地）

２日目 〔業務前〕電話（行先地） 〔中間〕電話（行先地） 〔業務後〕電話（行先地）

３日目 〔業務前〕電話（行先地） 〔業務後〕対面

➢ 輸送安全規則 第７条３



運行指示書 21

業務前点呼・業務後点呼の両方がいずれも対面で行うことができない乗務を
含む運行ごとに作成し、運転者に対して適切な指示を行い、及びこれを当該
運転者に携行させなければならないもの

＝ 中間点呼が必要な運行

➢ 下記項目を漏れなく記載

① 運行指示書を２部（正副）作成

② 運転者に正本を渡す

（副本は営業所で管理）

③ 運行終了後、正本を運転者から回収

④ 正副ともに運行終了から１年間保存

① 運行の開始及び終了の地点及び日時
② 乗務員の氏名
③ 運行の経路並びに主な経過地における
 発車及び到着の日時

④ 運行に際して注意を要する箇所の位置
⑤ 乗務員の休憩地点及び休憩時間
 （休憩がある場合に限る）

⑥ 乗務員の運転又は業務の交替の地点
 （運転又は業務の交替がある場合に限る）

⑦ その他運行の安全を確保するために必要な事項

➢ 輸送安全規則 第９条の３ ➢ 解釈及び運用について 第９条３ ≪運行終了から１年間保存≫

運行指示書とは



運行指示書 22

運行管理者：運行指示書の写しに変更内容を記載し電話その他の方法により、
変更内容について適切な指示を行う

運 転 者：携行している運行指示書に変更内容を記載

例）日帰りや１泊２日運行の予定が、運行途中に２泊３日以上の運行に変更
  ＊分割休息を伴う１泊２日運行も含む

運行管理者：運行指示書を作成し、電話その他の方法により適切な指示を行う
運 転 者：指示を受けた内容について、運転日報に記載

運行途中に内容変更が生じたら

運行指示書が不要な運行途中、指示書が必要な運行に変更になったら



運転者台帳 23

➢ 下記の項目を漏れなく記入

① 作成番号及び作成年月日

② 事業者の氏名又は名称

③ 運転者の氏名、生年月日、住所

④ 雇入れ年月日、選任年月日

⑤ 運転免許に関する事項

⑥ 事故又は道路交通違反の概要

⑦ 運転者の健康状態

⑧ 運転者の指導教育状況及び

適性診断の受診状況

⑨ 運転者の写真

➢ 労働安全衛生規則 第４３条

✓ 派遣等で雇用している運転者も作成

✓ たまにしか乗務しない人も作成

≪退職・解任・異動後３年間保存≫



➢ 下記項目を漏れなく記録
① 運転者の氏名

② 乗務した自動車の登録番号その他自動車を識別できる表示

③ 乗務の開始、終了の地点及び日時、経過地点及び乗務距離

④ 運転者交替の地点及び日時

⑤ 休憩、睡眠の地点及び日時

⑥ 貨物の積載状況

⑦ 荷待ち時間等に関する内容

⑧ 荷役作業等に関する内容

⑨ 事故又は著しい遅延その他の異常な事態が発生した場合、その概要及び原因

⑩ 運行途中に運行指示書の新たな作成が必要な運行に変更となった場合、その指示内容

乗務記録（運転日報） 24

➢ 輸送安全規則 第８条 ➢ 解釈及び運用について 第８条

〔車両総重量８ｔ以上又は最大積載量５ｔ以上の普通自動車に乗務した場合〕

≪１年間保存≫



運行記録計【アナログ】 25

➢ 輸送安全規則 第９条 ➢ 道路運送車両の保安基準 第４８条の２

高速道路渋滞
0.0.0

670

0000

ｳｷｶﾞｲ

55200
55870

➢ 記録義務車両

⚫ 車両総重量７ｔ以上 又は

⚫ 最大積載量４ｔ以上の普通自動車

➢ 運転者の乗務について下記項目を記録
⚫ 事業用自動車の瞬間速度

運行距離及び運行時間

違反事項が認められた場合、

管理者の確認時に指導教育し

適切に管理活用を図る

〔指導例〕

・連続運転時間が４時間を

超える前に休憩を取ること

・法定速度遵守すること

・速度にムラのない運転に

心がけること

➢ 道路交通法 第６３条の２ ≪１年間保存≫

✓ 乗務記録（運転日報）に記録すべき事項
について、運行記録計への記録でも可
※ただし、運行記録計によって記録された

事項以外の事項は漏れなく付記すること



運行記録計【デジタル】 26

堀
田

乗務記録に記録すべき事項が
漏れなく記録されているか



運転者に対する指導教育 27

➢ 下記の項目を毎年繰り返し実施
運転者に対して行う指導及び監督の指針（国土
交通省告示第１３６６号）に基づく教育内容

① 事業用自動車を運転する場合の心構え

② 事業用自動車の運行の安全を確保するために

 遵守すべき基本的事項

③ 事業用自動車の構造上の特性

④ 貨物の正しい積載方法

⑤ 過積載の危険性

⑥ 危険物を運搬する場合に留意すべき事項

⑦ 適切な運行の経路及び当該経路における

 道路及び交通の状況

⑧ 危険の予測及び回避並びに緊急時における

 対応方法

⑨ 運転者の運転適性に応じた安全運転

⑩ 交通事故に関わる運転者の生理的及び心理的

 要因並びにこれらへの対処方法

⑪ 健康管理の重要性

⑫ 安全性の向上を図るための装置を備える

 事業用自動車の適切な運転方法

指導及び監督の

実施マニュアル で検索



指導教育を実施したら 28

指導及び監督の指針に基づく資料

➢ 記録とともに資料も保存！

≪３年間保存≫



定期健康診断 29

➢ １年以内毎に必ず受診

① 既往症及び業務歴の調査

② 自覚症状及び他覚症状の有無の検査

③ 身長・体重・腹囲・視力及び聴力の検査

④ 胸部エックス線検査及び喀痰検査

⑤ 血圧の測定

⑥ 貧血検査

⑦ 肝機能検査

⑧ 血中脂質検査

⑨ 血糖検査

⑩ 尿検査

⑪ 心電図検査

＊事業主や役員も運転者であれば必ず受診

健康診断を

⚫ 事業者は実施する義務

⚫ 労働者は受ける義務 がある！

➢ 労働安全衛生法 第６６条第１項 及び 第５項 ➢ 労働安全衛生規則 第４４条 ➢ 解釈及び運用について 第３条５

≪５年間保存≫



特定業務従事者健康診断 30

特定業務従事者に該当する場合

年２回の健康診断（６ヶ月以内に１回）の受診が必要になります。

深夜業等の特定業務に従事する労働者のこと

午後（１０）時から午前（ ５ ）時までの間における労働のこと
＊過去６か月を平均して１か月あたり４回以上ある場合、深夜業の労働者に該当

当該業務の配置換えの際及び６か月以内毎に１回、

定期健康診断と同じ項目の健康診断を受診

ただし医師の判断等で一部省略可

特定業務従事者とは

深夜業とは

特定業務従事者への対応



健康診断の結果が来たら 31

➢ 健康診断の結果は５年間保存

➢ アフターフォローが重要
「再検査」「精密検査」「要治療者」がいたら、再検査・受診の指導

（口頭では受診放置につながるため、書面で記録をとることが望ましい）

対応例（「トラック運送事業者のための健康起因事故防止マニュアル」より）

➢ 労働安全衛生規則 第５１条 ➢ 貨物自動車運送事業法 第１７条第２項



運輸安全マネジメント 32

◆主な根拠法令◆

・輸送安全規則 第２条の３、第２条の８、第１０条

・貨物自動車運送事業輸送安全規則第２条の８第１項の規定に基づき一般貨物自動車運送事業者等が

公表すべき輸送の安全に係る事項（平成１８年９月１９日国土交通省告示第１０９１号）

・貨物自動車運送事業輸送安全規則第１０条第４項の規定に基づき貨物自動車運送事業者が従業員に

対して指導及び監督を行うために講じるべき措置（平成１８年９月１９日国土交通省告示第１０９２号）



運輸安全マネジメント【取組・公表例】 33

➢ 取組期間

各事業者の事業年度単位で取り組む

➢ 輸送の安全に関する基本的な方針

取組期間における方針を定める

➢ 輸送の安全に関する目標及び達成状況

具体的な数値目標を設定

（前年度の達成状況も漏れなく確認）

➢ 輸送の安全に関する計画

実施項目は現実的な内容を設定

➢ 公表方法

自社ＨＰへの掲載

事業所内で掲示

（記入例）
・安全運行はすべての業務に優先する
・安全運行はプロドライバーの社会的使命
・無事故無違反で安全輸送

ポスターが必要な方は適正化事業部まで



事業報告書・事業実績報告書 34

➢ 主たる事務所所在地を管轄する運輸支局に 毎年３部提出！

事業年度経過後

１００日以内に提出
毎年７月１０日

までに提出

本社営業所のみ



帳票のダウンロード 35

各種帳票類を
ダウンロードして
ご活用ください

上記ＱＲコードからも

アクセスできます



車両台帳 36

➢ 下記の項目を記載して管理

① 自動車登録番号 ② 初度登録年月 ③ 形式 ④ 車名 ⑤ 車台番号 ⑥ 自動車の種別

⑦ 最大積載量 ⑧ 車両総重量 ⑨ 自動車検査証の有効期間

⑩ Nox・PM法使用車種規制に係る事項 ⑪ 基準緩和車両に係る事項及び配属営業所

⑫ 自賠責保険にかかる事項

最新の自動車検査証(車検証)＋自動車検
査証記録事項の写しに自賠責保険の写し
を添えて保管・管理することでもよい



定期点検【計画・管理】 37

➢ 定期点検整備実施計画等を作成し、状況を適切に管理

名古屋 100
あ 1111

○○

◎4日

◎ 6日

◎ 8日

◎10日

◎12日

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○○

○○ ○

○ ○○

1日 20日

3日

25日

1日

9日

11日

名古屋 100
い 2222

名古屋 100
う 3333

名古屋 100
え 4444

名古屋 100
お 5555

➢ 輸送安全規則 第３条の２ ➢ 道路運送車両法 第４７条 ～ 第４９条



定期点検【計画・管理】 38

各車両について

確実に１年分保存できているか？

漏れが生じやすい！

➢ 点検整備記録簿は車両に備え付け、写しを営業所に保存

全車両分をまとめて

日付順に保存

1111号車分 2222号車分

3333号車分 4444号車分

保存確認が容易にできる！

保存方法の例

≪１年間保存≫



日常点検 39

➢ 毎日実施する点検【左側】
１日１回、運行の開始前に必ず実施

➢ 適切な時期に行う点検【右側】
概ね１週間から１０日に１回点検するこ
とが望ましい

➢ 冬用タイヤプラットフォームの点検

冬用タイヤ装着車両はメーカー推奨の使
用限度まで摩耗していないかの点検を必
ず実施

➢ 道路運送車両法 第４７条の２ ≪１年間保存≫



日常点検【トレーラー】 40



事故記録 41

➢ 下記の項目を漏れなく記入

① 乗務員の氏名

② 登録番号その他自動車を識別できる表示

③ 事故の発生日時

④ 事故の発生場所

⑤ 事故の当事者（乗務員を除く）の氏名

⑥ 事故の概要（損害の程度を含む）

⑦ 事故の原因

⑧ 再発防止対策

➢ 輸送安全規則 第９条の２ ≪３年間保存≫



自動車事故報告書 42

➢ 自動車事故報告規則 第２条 ～ 第４条

➢ 左記の事故を引き起こした場合

３０日以内に自動車事故報告書を提出

➢ 下記の事故の場合、速報として２４時間
以内にできる限り速やかに報告

⚫ ２人以上の死者を生じたもの

⚫ ５人以上の重傷者を生じたもの

⚫ １０人以上の負傷者を生じたもの

⚫ 自動車に積載された危険物等の全部

⚫ 若しくは一部が飛散し又は漏えいしたもの

＊自動車が転覆、転落、火災を起こし、又は鉄道

車両、自動車その他の物件と衝突、若しくは

接触したことにより生じたものに限る。

⚫ 酒気帯び運転を伴うもの

⚫ その他国土交通大臣が報告を指示したもの



自動車事故報告書【運転者の疾病・車両故障】 43

➢ 運転者の疾病により運転を継続することができなくなったもの

➢ 自動車の装置（道路運送車両法第４１条各号に掲げる装置）の故障により運行ができ
なくなったもの

＊発生した場合、自動車事故報告書に上記書類を追加し提出



改善基準告示 44

➢ 改善基準告示とは
自動車運転者について労働時間等の労
働条件の向上を図るため、一般労働者
とは異なる拘束時間や運転時間、休息
期間等の特別な基準を定めたもの

➢ 拘束時間
始業時刻から終業時刻までの時間
（労働時間と仮眠を含む休憩時間の合計時間）

➢ 休息期間
勤務と次の勤務の間の時間

（睡眠時間を含む労働者の生活時間として、
労働者にとって全く自由な時間）

項目 内容

１年
１か月の
拘束時間

１年 ３３００時間 以内

１か月 ２８４時間 以内
※労使協定により３４００時間まで延長可

１日の
拘束時間

１３時間以内 ※上限１５時間
１４時間超は週２回までが目安

１日の
休息時間

継続１１時間以上与えることを努め

９時間を下回らない

運転時間
２日平均 １日 ９時間 以内

２週平均 １週 ４４時間 以内

連続運転
時間

４時間以内
※やむを得ず超える場合は
４時間３０分まで延長可能
原則として休憩を与える

※１回 おおむね連続１０分以上
合計３０分以上

➢ 自動車運転者の労働時間等の改善のための基準 （平成元年労働省告示第７号）



拘束時間・休息時間の計算方法 45

➢ １日の拘束時間の考え方

始業時刻から起算した２４時間の中に、拘束時間が何時間あるか



拘束時間・休息時間 46

➢ 拘束時間

原則：１３時間以内 最大１５時間以内 ＊１４時間超は１週間に２回以内

➢ 休息期間

原則：勤務終了後、継続１１時間を与えることを努める、９時間を下回らない

拘束時間１６時間 → 改善基準告示違反です！

拘束時間１４時間 → 違反ではありません！

●月曜7時に始業し、月曜21時に終業。次の勤務が火曜5時に始業の場合

14

月曜7時 月曜21時 火曜7時

拘束時間拘束時間（14時間） 休息時間(10時間)

●月曜7時に始業し、月曜21時に終業。次の勤務が火曜5時に始業の場合

拘束時間の1日：始業時刻から起算した24時間

16拘束時間拘束時間（14時間） 休息時間（11時間）

2時間

月曜21時月曜7時 火曜5時 火曜7時



１週間における拘束時間の延長回数の限度 47

➢ １日の拘束時間１４時間超は週２回までが目安

●改善基準告示を満たす例

月 15

火 15

水 14

木 14

金 12

土

日

0:00

0:00

24:00

24:00

9:00

24:00

0:00 9:00 24:00

9:000:00

0:00 9:00

7:00 9:000:00 21:00

21:00

拘束時間(12時間) 休日

(2時間)休息(10時間)

21:000:00

休日

休日

休息(9時間)

休息(12時間)

休息拘束時間(12時間)

拘束時間(12時間) 休息

休日 拘束時間(15時間)

休息(9時間) 拘束時間(15時間)

●改善基準告示を満たさない例

月 15

火 15

水 15

木 14

金 12

土

日

拘束時間(12時間) 休息

0:00 9:00 21:00

休息(12時間) 拘束時間(12時間) 休日

22:00

休息(9時間) 拘束時間(13時間) 休息

0:00 7:00 9:00 21:00

0:00 9:00 24:00

休日 拘束時間(15時間)

0:00 9:00 24:00

休日

0:00 24:00

休日

0:00 24:00

休息(10時間) (2時間)

0:00 9:00

休息(9時間) 拘束時間(15時間)

１週間のうち

１日の拘束時間が１４時間を

超えている回数は２回

改善基準を満たす

１週間のうち

１日の拘束時間が１４時間を

超えている回数は３回

改善基準告示違反となる



１週間における拘束時間の延長回数の限度 48

➢ １か月の拘束時間

原則：２８４時間まで

例外：労使協定があるときは、１年間の拘束時間が３，４００時間を超えない範囲内で

１年のうち６か月までは１か月３１０時間まで延長することができる

➢ 拘束時間を延長する労使協定がある場合

＊２８４時間を超える月は、１年のうち６か月まで

労使協定を締結しなければ１か月
の拘束時間の限度（２８４時間）
を超える例外は認められない！

＊ 労使協定で定める事項

① 協定の適用対象者

② １年間について毎月の拘束時間

③ 協定の有効期間

④ 協定変更の手続き 等



休息期間の特例 49

➢ 原則

勤務終了後、連続９時間以上の休息時間が必要

➢ 特例
要件①（分割休息の回数）：一定期間（原則２週間から４週間程度）の全勤務回数の２分の１が限度

要件②（休息期間の長さ）：１回あたり 継続３時間以上

２分割の場合：合計１０時間以上、３分割の場合：合計１２時間以上

■2分割の場合

〇

×

■3分割の場合

〇

×

拘束時間

5時間

休息時間

3時間

拘束時間

4時間

休息時間

3時間

拘束時間

3時間

拘束時間

7時間

休憩

2時間

拘束時間

7時間

17:00 19:00

拘束時間

5時間

休息時間

6時間

始業

10:00 15:00 22:00 4:00 10:00

始業 終業

休憩

2時間

拘束時間

4時間

拘束時間

3時間

19:00

休息時間

4時間

1:00

10:00

15:00

始業

10:00

休息時間

6時間

終業 始業

18:00 22:00 1:00 4:00 10:00

休息時間

7時間

休息時間

8時間

始業からの24時間

終業

始業からの24時間

始業

始業

10:00

3:00

終業

2:00

始業

10:00

17:00

拘束時間

7時間

休息時間

3時間

20:00

拘束時間

7時間

10:00

始業



運転時間の限度【１日あたり】 50

➢ １日あたりの運転時間
２日（始業時刻から４８時間）

平均で９時間が限度



運転時間の限度【１週間あたり】 51

➢ １週間の運転時間

２週間ごとの平均で４４時間が限度

＊特定の日を起算日として２週間ごとに区切り、その２週間ごとで計算

〇

×



運転時間の限度【連続運転】 52

➢ 連続運転は４時間が限度
４時間を経過したら運転を中断し、３０分以上の休憩時間を確保

＊運転の中断は、原則休憩！

運転の途中に非運転時間を分けて取得することも可能

＊分けて取得する場合、１回あたりおおむね連続１０分以上必要

➢ ３０分以上まとめて非運転時間を確保する例

➢ 非運転時間を分割して取得する例



就業規則 53

➢ 就業規則とは
・会社や従業員が守るべきルールを定めたもの

・常時１０人以上の労働者（従業員）を使用する

場合に作成が必要（パートや契約社員も含む）

・１０人以上の判断は企業単位ではなく事業場単位

＊１０人未満でも労使トラブル防止の観点から作成

することが望ましい

➢ 作成だけではなく、届出も必要！
・所轄の労働基準監督署へ届出

（内容を変更した際も同様）

＊本社機能を有する事業場と各事業場の内容が同一

である場合、本社を管轄する労働基準監督署へ

一括届出することも可能。

厚生労働省ホームページ内の

作成支援ツールを用いて作成が可能

➢ 労働基準法 第８９条 第９０条



３６（サブロク）協定 54

➢ ３６協定とは
・労働基準法第３６条に基づく労使協定

・法定労働時間を超える時間外労働及び休日労働を

命じる場合、書面による協定の締結が必要

・事業場単位で作成（協定の締結）が必要

➢ 作成だけではなく、届出も必要！
・所轄の労働基準監督署へ届出

（内容を変更した際も同様）

➢ 一度提出して終わりではない！
・協定は労働基準監督署に届出した時点から有効

（有効期間の開始までに協定を締結し届出）

・有効期限の過ぎた協定は無効

有効期間１年の場合、毎年の届出（更新）が必要

厚生労働省ホームページ内の

作成支援ツールを用いて作成が可能

➢ 労働基準法 第３６条



労働保険・社会保険 55

➢ 労働者災害補償保険法 第３条 第６条

➢ 労働保険とは

労災保険と雇用保険のこと

➢ 労災保険
労働者が業務災害や通勤災害に遭った場合に

保険給付を行う制度

＊労働者を雇用する場合は必ず加入

（保険料は会社が全額負担）

➢ 雇用保険
労働者の生活及び雇用の安定と

就職の促進のために設けられた制度

＊１週間の所定労働時間が２０時間以上、

３１日以上の雇用見込みがある労働者を

雇用する場合は必ず加入

（保険料は会社と労働者が一定の割合で負担）

➢ 雇用保険法 第５条 第７条



労働保険・社会保険 56

➢ 健康保険法 第３条

➢ 社会保険とは

健康保険と厚生年金保険のこと

➢ 運送業は 強制適用事業所
事業主や従業員の意思に関係なく、

健康保険及び厚生年金保険への加入義務あり

＊パート・アルバイト従業員も、１週間の

所定労働時間と１か月の所定労働日数について、

どちらも正社員の概ね４分の３以上ある者は

強制加入の対象

➢ 厚生年金保険法 第６条 第９条



よくある質問 57

１年間の時間外労働時間の上限は
９６０時間と定められていますが、
１か月の上限時間はありますか。

Ｑ

１年間の上限は定められていますが、１か月の上限は定

められておりません。

目安としては年９６０時間÷１２か月＝８０時間となり

ます。

連続運転の運転の中断とは、荷積み・

荷下ろし、荷待ち等を含みますか。Ｑ

原則、運転の中断は休憩を示すものです。

ただし、短期的に見直しが難しい等特段の事情がある場

合は、荷積み・荷下ろし、荷待ち等を運転の中断として

も改善基準告示違反となるものではありません。

休息期間を継続で９時間与えるとき、

始業から２４時間以内に９時間を

与えなくてはなりませんか。

Ｑ

休息期間について、始業時刻から起算して２４時間以内

に終了するよう与える必要はありません。

ある運転者が出勤してから点呼を受ける

まで運転以外の業務に従事しています。

この場合、出勤から点呼までの時間は拘

束時間に含まれますか。

Ｑ

出勤から点呼までの労働時間は拘束時間に含まれます。

拘束時間とは出勤してから退勤するまでの時間を示しま

す。

分割休息に回数上限はありますか。
Ｑ

一定期間（１か月程度）における全勤務回数の２分の１

を限度に分割休息は取得可能です。

また、３分割が上限となります。

改善基準告示にある１年・１か月・

１週間の起算日はいつになりますか。Ｑ

事業場（営業所）の就業規則や労使協定等で定めた期間

の初日が、１年・１か月・１週間の起算日となります。



よくある質問 58

６５歳以上の方を新たに雇用することに

なりました。初任診断と適齢診断どちら

を受けるべきですか。

Ｑ

初任診断ではなく、適齢診断を受診してください。

営業所と車庫が離れているため電話点呼

をしたいと思いますが可能でしょうか。Ｑ

営業所と車庫が離れているという理由で電話点呼を実施

することはできません。

また、運行管理者が点呼時間帯に不在という理由でも電

話点呼を実施することはできません。

年に数回ですが、社長や運行管理者が業

務用自動車（緑ナンバー）を運転します。

運転者台帳の作成は必要でしょうか。

Ｑ

業務用自動車に乗務する場合は必ず運転者台帳が必要に

なります。

また、教育指導や適性診断を受ける必要があります。

アルコール検査の結果（具体的な数値）
は保管しなくてはならないでしょうか。Ｑ

保管する必要はございません。

検知器を使用し、アルコールを検知しなかったことを

記録に残すだけ問題ありません。

運転者に年間１２項目の教育（１３６６

号）を実施しているが、なかなか一度に

全運転者を集めることができません。ど

のように対応すればよいでしょうか。

Ｑ

必ずしも全運転者が集まって指導を実施する必要はあり

ません。出席できない運転者に対しては後日指導を行い、

その記録を必ず残してください。

同一の運転者が車両を乗り換えて運行を

します。点呼は必要でしょうか。Ｑ

その乗り換えの時間が拘束時間に含まれる場合は、１台

目の終了点呼、２台目の開始点呼は必要ありません。

ただし、日常点検の報告は必要なので間違いのないよう

お願いします。


